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平成平成2424年度河川年度河川技術研究開発制度技術研究開発制度 流域計画・流域計画・流域管理課題分野流域管理課題分野

塚井誠人・椿涼太（広島大学）：関係塚井誠人・椿涼太（広島大学）：関係主体間の境界領域における対応主体間の境界領域における対応
の遺漏に着目した洪水ハザードマップの活用状況と住民の防災・減の遺漏に着目した洪水ハザードマップの活用状況と住民の防災・減の遺漏に着目した洪水 ザ ドマップの活用状況と住民の防災 減の遺漏に着目した洪水 ザ ドマップの活用状況と住民の防災 減
災意識形成の実態災意識形成の実態分析分析

この研究の着眼点この研究の着眼点

災害時要援護者の避難支援災害時要援護者の避難支援

平成16年 大規模な水害が多発した年

→犠牲者の半数以上が高齢者

地域住民の積極的な避難支援活動の実施と地域住民の積極的な避難支援活動の実施と

要援護者の地域コミュニティによる人間関係
の形成が不可欠（既往研究より）
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の形成が不可欠（既往研究より）
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研究の目的研究の目的

自助意識

共助意識
れらに着目して浸水の危険性のこれらに着目して浸水の危険性の

ある地域を対象にアンケート調査を実施

地域住民の減災力向上を

3

地域住民の減災力向上を
図るための課題を抽出
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対象地域 ー広島県広島市安佐南区東野小学校区
（東原1～3丁目 東野1丁目）ー（東原1～3丁目，東野1丁目）ー

44



対象地域（現地で撮影）象 域 撮影

55

調査概要調査概要

日時 2013年11月14日 15日日時：2013年11月14日・15日

対象：安佐南区東野小学校区

方法：訪問配布・郵送回収

配布数（1000世帯）配布数（1000世帯）

＊12月5日現在

回収数 357世帯
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回収数 357世帯

有効票数 301世帯 6有効票数 帯



調査項目調査項目

個人
属性

・世帯構成 ・居住期間 ・世帯構成員
内会 加 住居 態属性 ・町内会の加入 ・住居形態

自助に ・普段の災害対策 ・家族間での安否確認方法
関する
項目

・災害時の情報収集，伝達
・発災後の状況（仮想）で一番最初に取る行動

共助に ・近隣住民との交流 ・近隣の要援護者の把握
関する
項目

・仮想状況下の避難（準備）行動に関する設問
1. 自分の避難（準備）行動
2 近くに住む要援護者に関して取る行動
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2. 近くに住む要援護者に関して取る行動
その他 ・ハザードマップに対する意見，要望

・地区の防災 減災対策に対する意見 要望 7地区の防災，減災対策に対する意見，要望

個人属性個人属性

全サンプル 301（グラフ中の数値はサンプル数）

男, 147  女, 154性別

会社員, 115 自営業, 28 家事, 105 無職, 53仕事

20代～30代 87
40代～50代, 

60代以上 97年齢 20代～30代, 87 
117

60代以上, 97

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年齢

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（自由記述より）東野地区は転勤族：比較的若
い世代が多い地域が多い 8い世代が多い地域が多い



世帯属性世帯属性

全サンプル 301（グラフ中の数値はサンプル数）

戸建住宅, 185 集合住宅, 116住居形態

1～5年, 120
6年～20年, 

100
20年以上, 81居住年数

不明, 4
入っていない, 

130

入っている, 
167

100

町内会

その他, 2
独身, 17

親子, 86 夫婦, 180

130 167

世帯

9

親子孫, 16

0% 20% 40% 60% 80% 100%
9

→居住年数が短い住民が多い

回答者が把握している近所の要援護者回答者が把握している近所の要援護者

全数 406人（重複あり）

10歳以上

全数 人（重複あり）

10歳以下, 
176

65歳以下, 83
65歳以上, 

147

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東野地区で要援護者として把握されている

10

東野地区で要援護者として把握されている
者は，乳児が多い．
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仮想状況下の避難（準備）行動の設問仮想状況下の避難（準備）行動の設問

居住地周辺に浸水が迫っている

危険性の判断が悩ましい状況を設定し
て，そのときの住民行動を調査，そ き 住民行動を調査

具体的には具体的には

避難勧告が発令されているが周囲の状況
が安全そうな場合が安全そうな場合
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避難勧告は発令されていないものの周囲
の状況では危険が迫っていそうな場合
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危険性の判断が悩ましい状況の設定

（A）大雨洪水警報が発令され，市から自主避難が
呼びかけられた場合．

警 自
呼びかけられた場合

（B）行政から避難を推奨する情報は発令されておらず，
①テレビで地区内を流れる川があふれそうだと

警・自

①テレビで地区内を流れる川があふれそうだと
伝えられた場合．

②道路に浸水が見られる場合．
避・川

避・水②道路に浸水が見られる場合．
③避難を始めた近所の住民がいる場合

避 水
避・逃

（C）行政から「太田川の水位が上昇し今後床下浸水が
はじまる恐れがあります」という避難勧告が発令され，
①地区内を流れる川はまだ氾濫しそうにない場合①地区内を流れる川はまだ氾濫しそうにない場合．
②道路に浸水が見られない場合．
③近所の人はまだ避難していない場合． 12

避・川
避・水③近所の人はまだ避難していない場合． 12

避・逃



回答者が単独の場合（表中は人数，複数回答あり）
1 自宅で様子を見る

14 113(A)

1.自宅で様子を見る

2.川の様子を見る
警・自

90 12

②

(B)‐① 3.持ち出し品の準備を

行う
4 近隣住民と協議する

避・川

28

50

47

20

(B)‐③

(B)‐② 4.近隣住民と協議する

5.家族と協議する

避・水

避・逃

33

28

66

47

(C)‐①

(B) ③

6.家の2階に避難する

7 避難所に避難する

避 逃

避・川

32 72(C)‐②

7.避難所に避難する

2つ選択避・水

13

31 78(C)‐③ 3つ選択

4つ以上選択

避・逃

13

0% 20% 40% 60% 80% 100%
4つ以上選択

回答者単独の場合：回答の傾向

避難所に避難すると答えた人が1番多かった状況

（A）大雨洪水警報が発令され，市から自主避難

が呼びかけられた場合が呼びかけられた場合

自宅待機すると答えた人が1番多かった状況自宅待機すると答えた人が1番多かった状況

（B）行政から避難を推奨する情報は発令されて

おらず①テレビで地区内を流れる川があふ

れそうだと伝えられた場合れそうだと伝えられた場合

1414



回答者単独の場合：まとめ

避難勧告は発令されていないものの
危険が迫っていそうな場合危険が迫っていそうな場合

よりも

避難勧告が発令されているが
周囲の状況が安全そうな場合の方が周囲の状況が安全そうな場合の方が
避難をすると判断する人が多い
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避難の判断は自ら行うのではなく，
勧告・警報などの外部情報に依存する傾向勧告・警報などの外部情報に依存する傾向 15勧告 警報などの外部情報に依存する傾向勧告 警報などの外部情報に依存する傾向

近所に住む要援護者に関する情報伝達先
（数値は人数）

警 自

141

49

118

157

(B)‐①

(A) 1.何もしない

2.要援護者の家族

警・自

避・川

93 128(B)‐②
3.自主防災組織

4.消防署

避・水

76

79

154

147

(C)‐①

(B)‐③
4.消防署

5.区役所

そ 他

避・逃

避・川

77 144

154

(C)‐②

( ) ①
6.その他

2つに伝達

避 川

避・水

16

74 144

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(C)‐③ 3つ以上に伝達避・逃

160% 20% 40% 60% 80% 100%



要援護者の情報伝達

全ての状況で要援護者の家族に連絡を取る要援護者の家族に連絡を取るといとい
う情報伝達う情報伝達が多いが多いう情報伝達う情報伝達が多いが多い

要援護者の情報伝達をしない人が最も多い状況

→（B）行政から避難を推奨する情報は発令されておらず

①テレビで地区内を流れる川があふれそうだと伝え

られた場合れ 場合

大雨警報・自主避難の呼びかけや 避難勧告の大雨警報・自主避難の呼びかけや，避難勧告の
発令の方が，自宅周辺の危険な兆候よりも，要
援護者の家族への連絡に繋がりやすい 17援護者の家族への連絡に繋がりやすい． 17

近所に住む要援護者に関する救護活動
（数値は人数）（数値は人数）

43 77 87(A)

1.何もしない

警・自

150

43

9

77

23

87

(B)‐①

(A)

2.要援護者の自宅へ行き警戒

を呼びかける

警 自

避・川

90 2135(B)‐②
3.要援護者の自宅へ行き一緒

に状況を見守る避・水

74

0

48 55

①

(B)‐③ 4.要援護者の自宅へ行き一緒

に2階へ避難する
避・逃

避 川

63

75

52

50

66

54

(C)‐②

(C)‐① 5.要援護者の自宅へ行き一緒

に避難所へ避難する

6近所に人と共に要援護者の

避・川

避・水

18

63

63

57

52

71

66

(C)‐③

(C) ② 6.近所に人と共に要援護者の

自宅へ行き一緒に状況を見

守る
7.その他

避・逃
18

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7.その他



要援護者の救護活動：まとめ

大雨警報や自主避難のよびかけの方が，避難
勧告の発令よりも 要援護者の救護活動に勧告の発令よりも，要援護者の救護活動につ
ながりやすい

地区内河川の溢水可能性（テレビ）程度の情報度 情
では，要援護者の救護活動は行わない．

避難勧告が出ている状況と，避難勧告なしで
周辺の方が避難し始めている状況では 要援周辺の方が避難し始めている状況では，要援
護者の救護にあたる人がほぼ同等．

1919

ハザードマップへの意見・要望ザ ッ 意見 要
（数値は意見数，複数回答あり）

16

27

※情報の追加をしてほしい

避難場所の変更をして欲しい

12

14

マップを拡大したものも作成して欲しい

マップは常に最新のものにしてほしい

8

12

マップに建物の名称を記載して欲しい

マップを拡大したものも作成して欲しい

4

5

マップの配布を徹底して欲しい

マップの色がわかりにくい

20

27

0 5 10 15 20 25 30

※その他

20



※追加情報とその他意見※追加情報とその他意見

※追加して欲しい情報

・どのくらいの雨量でマップの浸水深になるのか

・避難ルート上の危険な箇所

・避難に必要なもの

・浸水時に住民対応可能な連絡先

・避難所の収容人数

※その他※その他

・マップを見て危険性のある地域と知って不安になった

・マップを見ることができてよかったマップを見ることができてよかった

・ハザードマップの耐水性を強くする，破れにくくするなど
保存しやすい工夫をして欲しい 21保存しやすい 夫をして欲しい 21
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